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SUMMARY: Life cycle input ground motions scenario for the seismic loss estimation of the building through its 
lifetime is developed. In this paper, the plotting position formula and continuous functions are adopted to facilitate the 
setting of an arbitrary life cycle input ground motions scenario. The validity of the proposed method is discussed by 
means of the cumulative annual exceedance probability through its lifetime toward the historical data. However the 
dispersion due to the difference of the historical earthquake database is recognized, it is revealed that the cumulative 
annual exceedance probability through its lifetime toward the historical data is almost stable. 

 

 

1 はじめに 

 
建築物の耐震設計に性能設計の考え方を導入するにあ

たり，安全性のほか，使用性および修復性の担保が期待さ

れるようになってきた．なかでも修復性能の担保は，地震

で建物に生じた損傷の修復しやすさを修復費用に換算す

ることで性能を評価する手法が開発されることにより可

能となるため，これまで幾つかの修復費用評価手法が検討

されてきた例えば[1]．特に，建物の供用期間を通じた耐震修

復費用評価（ライフサイクルコスト評価）においては，確

率論的な手法によるハザードカーブとフラジリティカー

ブとの関係から一年あたりの地震損失額の期待値を計算

し，これをもとにライフサイクルコスト（LCC）を算出す

る方法が検討されており，単純

に供用期間年数を考慮する方

法のほか，耐久劣化の影響およ

び修復作業の影響を考慮する

方法，割引率を考慮する方法，

ハザード解析における非定常

更新過程を考慮する方法など，

様々な影響因子を仮定した

LCC 算出方法の検討が進めら

れている（Fig.1）． 

一方，筆者らは，ユーザーの

意思により補修の要否判断が

なされ，補修されない場合，損

傷が累積されることを考慮す

る，建築物のライフサイクル耐

震修復性能評価手法を開発し

ている[2]．補修の要否判断とそ

れに伴う損傷の累積を耐震修

復性能評価に含めるためには，

地震で建築物に生じる損傷が

ユーザーの補修要否判断に委

ねられる程度の規模の地震，す

なわち，供用期間中に発生が予

想される中小地震を含むレベルの異なる地震動を対象と

した地震発生シナリオが必要となる．本研究では，これを

ライフサイクル地震動と呼ぶこととする． 

ライフサイクル地震動の作成手法には，確率過程に巨大

地震の平均発生間隔を考慮する非定常更新過程を用いる

方法があり，比較的精度の高いライフサイクル地震動の推

定が期待されるが，非定常過程に用いるパラメータを各断

層ごとに計算する必要があるため[3]，ライフサイクル地震

動の作成は大変煩雑となる．そこで本研究では，耐震修復

性能設計において目的に応じたライフサイクル地震動シ

ナリオを容易に作成することができるように，確率過程に

簡便な定常更新過程のみを仮定したライフサイクル地震

動の作成法について検討した． 

Fig.1 The typical concept of evaluating the life cycle cost 
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2 年最大速度の非超過度数 

 
日本周辺で発生した地震動について，679

～1884 年のデータは理科年表[4]および日本

被害地震総覧[5]に基づき，1885～1925 年のデ

ータは宇津リスト[6]に基づき，1926 年以降の

データは気象庁震源データ[7]に基づいて集

めた．東京都文京区本郷における第Ⅰ種地盤

を想定し，地震基盤に対する金井の距離減衰

式[8]および翠川・松岡の地盤増幅率に関する

表層地盤の速度増幅度算定式[9]を用いて，地

表面最大速度を推定した．ここで，地震基盤

においては，嶋らの指摘[10]に従い S 波速度

VS を VS=3000[m/sec]とし，翠川・松岡の速

度増幅度算定式 
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において，地表から地震基盤までの平均 S
波速度 AVS を地震基盤の S 波速度の半分の

1500[m/sec]と仮定して求めた速度増幅度

ARV に対する，地表から工学的基盤までの

平均 S 波速度 AVS を 400[m/sec]として求め

た速度増幅度 ARV の比を，地震基盤から工学的基盤まで

の速度増幅度とした．ここでは，地表面として第Ⅰ種地盤

を想定しているので，工学的基盤から地表面までの速度増

幅度は 1.0 と仮定した．以上より算定された東京第Ⅰ種地

盤地表面最大速度の時刻歴は Fig.2 のようになる．Fig.2 よ

り，仮に建物の供用期間を 50 年としたとき，1901 年から

の 50 年と，1951 年からの 50 年とでは，発生した年最大

地震動の大きさが異なっていることが読み取れる．このよ

うな大きさと頻度が異なる地震動の発生シナリオを，設計

時に簡便に設定する方法を次に示す． 
 
3 プロッティングポジション公式を用いた年非超過度数

の組合せ推定手法 

 
極値分布の作成手法にならい，地表面最大速度の年非超

過度数を Hazen のプロッティングポジション公式[11]によ

り求める．プロッティングポジション公式は一般に， 
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と表される．ここに，N：観測値総数（観測年数），i：観

測値を降順に並べたときの順番，x：i番目の観測値，F(x)：
年非超過度数，α：定数で Hazen 法の場合α=0.5 である．

ここで，地震の発生が定常更新過程であるポアソン過程に

従うものとすると， 
 

[ ]TxFiP ⋅−−−= ))(1(exp1)(   (3) 

 
なる関係を満たす．ここに，P(i)：降順 i番目の観測値の T

年超過確率である．(2)式と(3)式を用いるとαが， 
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と計算され，このαを(2)式に代入したプロッティングポジ

ション公式によって，「降順 i 番目の観測値の T 年超過確

率が 100P(i)％となる地震動を含む N個の地震動年非超過

度数群」を得ることが出来る．例えば，(4)式において i=1，
P(1)=P0とすると，「T 年超過確率が 100P0％となる地震動

を最大地震動とする N 個の地震動年非超過度数群」を得

ることになる． 
 
4 供用期間を通じた年非超過度数平均値の推移 

 
前章で示した(2)式から得られる各観測値の年非超過度

数を観測期間を通じて積算した値を観測年数 Nで除すと， 
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となり，パラメータαに依存しなくなる．ライフサイクル

地震動を作成することは，供用期間を通じた複数の地震動

の年非超過度数の組合せを得ることと置換される．(5)式
が定常的に成立するのであれば，供用期間を通じた複数の

地震動の年非超過度数の組合せが満たすべき条件は，供用

期間を通じた年非超過度数の平均値が 0.5になることであ

り，すなわち，(4)式を用いてライフサイクル地震動に含

まれる最大地震（あるいは特定地震）の大きさを任意に設

定しても，(5)式を満たしていればライフサイクル地震動

として妥当であると示すことになる． 

 
Fig.2 Estimation of the peak ground velocities history of Tokyo (hard soil area)
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そこで，2 章で算出した東京第Ⅰ種地盤地表面最大速度

について，比較的データ欠落年の少ない 1604 年～2003 年

の 400 年間，および，毎年のデータが欠落なく記録されて

いる 1884 年～2003 年の 120 年間を対象に，連続する T年
（T=30 年，T=50 年，T=100 年）を選択し，供用期間を通

じた年非超過度数平均値の推移を Fig.3 に示した． 
 

  
Fig.3(a) Change of the annual exceedance probability due to 
building lifetime period toward the historical data in 400 years 

 

 
Fig.3(b) Change of the annual exceedance probability due to 
building lifetime period toward the historical data in 120 years 
 

過去 400 年のデータから算出された年非超過度数平均

値の推移は，1885 年の宇津リスト[6]のデータに切り替えて

から 1923 年の関東地震前までの期間（Fig.2 において 1855
年の安政江戸地震以降 1923 年の関東地震までの中地震が

頻発している期間）が含まれると増加し，気象庁震源デー

タ[7]に切り替えて以降現在に向かって徐々に低下してい

る．対象期間に応じた年非超過度数の分散が大きく（T=30
年のとき 0.030，T=50 年のとき 0.028，T=100 年のとき

0.020），(5)式の定常的な成立を条件とするライフサイクル

地震動シナリオの生成の妥当性は示すことができない

（Fig.3(a)）．一方，過去 120 年のデータから算出された年

非超過度数平均値の推移については，地震記録の欠落年が

無く，中小地震がデータに含まれているため，対象期間に

応じた年非超過度数平均値の分散が小さく（T=30 年のと

き 0.009，T=50 年のとき 0.006，T=100 年のとき 0.004），(5)
式の成立を条件とするライフサイクル地震動シナリオの

生成の妥当性が確認できる（Fig.3(b)）． 

5 連続関数を用いた年非超過度数の推定手法 

 

3 章で示したライフサイクル地震動は，プロッティング

ポジション公式を利用した離散関数で定義されている．現

状では，動的解析を離散関数で設定した地震動の発生数

（N回）だけ繰り返した結果から供用期間を通じた耐震修

復性を評価することとなる．一方，近年，構造物の最大応

答変位と入力エネルギーの等価速度との関係について，構

造物の復元力特性などの条件別に様々な式が提案されて

おり[12]，入力エネルギーの等価速度による構造物の応答

予測に関して適用条件および応答予測精度が検証され，入

力エネルギーの等価速度と一般的な入力地震動強さ（PGV
など）との関係が明らかになれば，入力地震動強さから工

学的応答パラメータを数学的に算定することが可能にな

る．このとき，ライフサイクル地震動が離散関数ではなく

数学的に積分可能な連続関数で表現されれば，動的解析を

N 回繰り返さずに解析結果を算出することができる可能

性がある．そこで，微積分可能な連続関数で年非超過度数

を推定するライフサイクル地震動の作成法について検討

する．まず，供用期間 N年の時間区分 tを用いて，非超過

度数 F(xt)が， 
 

 
 
 (6) 
 
 

 
と表されるものとする．ここで，c0，c1：係数である．た

だし，時間区分 tが 1 年であるとし（供用期間中に発生す

る地震動の数が N個となるようにし），N年超過確率が p0

となる地震動を最大地震動とする場合，係数 c0，c1はそれ

ぞれ 1 となる．ここで，上下限を有する極値分布に従う地

震ハザード曲線[13]が適用されたとすると，入力地震動強

さ xtは， 
 

 
(7) 

 
 

 
と表される．ここで，w：上下限を有する極値分布のパラ

メータ（東京第Ⅰ種地盤の場合 15），u：上下限を有する

極値分布のパラメータ（東京第Ⅰ種地盤の場合 53.69），k：
上下限を有する極値分布のパラメータ（東京第Ⅰ種地盤の

場合 1.37）．工学的応答パラメータ EDPが入力地震動強さ

xtの関数として， 
 

)( txqEDP ≡  (8) 

 
と表されるものとすると，ライフサイクル地震動に対して

算定される工学的応答パラメータの積分形式が， 
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と表現できる．このとき，(9)式は， 
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と書き換えられる．ここで， 
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であるから，EDP を表す(8)式が積分可能な連続関数であ

ることが示された．このとき，連続関数によるライフサイ

クル地震動の年非超過度数の平均値は， 
 

 
と計算される．(5)式と(13)式より，プロッティングポジシ

ョン公式によるライフサイクル地震動の年非超過度数平

均値と連続関数による年非超過度数平均値の差 ERRは， 

 

N
p

N
ERR )1ln(

2
1 0−

+=  (14) 

 
と表される．p0が 39.3％の時は ERR=0 となり，プロッテ

ィングポジション公式による場合と連続関数による場合

が同じになる．ここで，供用期間年数 Nが小さいほど ERR
が全体に及ぼす影響は相対的に大きくなるが，建物の供用

期間を短く見積もって 30 年と仮定しても，0.5 に対して

(14)式で算出されるERRは1桁小さいオーダーであること

が分かる． 
 
6 ライフサイクル地震動強さ時刻歴の作成例 

 

3 章および 5 章で示した手法に，上下限を有する極値分布

によるハザードカーブ[13]を適用し，50 年超過確率 10%の

地震動が最大となるように地震動の大きさに任意の条件

を設定したライフサイクル地震動作成例を Fig.4 中の(a)お
よび Fig.4 中の(b)に示す． 
 
7 まとめ 

 

ライフサイクル地震動の作成にあたり，確率過程に定常過

程を仮定し，プロッティングポジション公式および連続関

数を用いた年非超過度数の組合せについて，地震カタログ

を用いて比較検討した．過去 120 年分の地震カタログに対

して任意に選択される供用期間 T（T≦120）の年非超過度

数の平均値が概ね定常的に 0.5程度になることを確認した． 
 
註 

本論文は，日本地震工学会大会梗概集 2004 に発表した

梗概に加筆修正したものである． 
 

 
Fig.4 Example of the time history of life cycle input ground 
motion intensities in Tokyo (hard soil area) 
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